
報告第 2号

東京都台東区国民健康保険条例の一部を改正する条例の専

決処分について

国民健康保険法施行令 (昭和 33年政令第 362号 )の一部改

正に,い  標記条例を専決処分したので 地方自治法 (昭和 22

年法筆第 67号 )第 179条第 3項の規定に喜プき報告する

平成 22年 6月 3日

東京都台東区長  吉   住    弘



専 決 ll 分 書

次の事項について 地方自治法 (昭和 22年法律第 67号 )第

179条 第 1項の規定により 議会を招集する時間的余裕がない

ことが明らかであると認め専決処分する

東京都台束区国民健康保険条llの 一部をⅢ正する条例

(, 紙 ,

平成 22年 4月 1日

貞京都台東区長 ‐
‐ 仕 弘

理由

国民健康保険法施行令及び国民健康保険の国庫負担金等の算定

に関する政令の 一部を改正する政令 (平成 22年 政令第 66号 )

が 平成 22年 3月 31日 に公布され 基礎賦課限度額について

の一部改正がな されたこと等
=伴
い 所要の規定の整備 を図るた

め 東京都台東区国民健康保険条例の一部を改正する必要が生 じ

た

本年の改正する条例 については 平成 22年 4月 l日 以後の保

険■lか ら適用するた●・ 早急 に措置する必要があ り 区議会を招集

する時間的余裕がないので 地方 自治法第 179条 第 l項 の規定

によ tl専決処分する



東京都台東区国民健康保険条例の一部を改正する楽例

東京都台東区国民健康保険条例 (昭和 34年 ll月 台東区条例

第 16号 )の 一部を次のように改正する

目次中「第 24条 の 4Jを i第 24条 の 5Jに 改ゅる

第 15条 の S中 i47万 円Jを 「60万 1J こ餞める

第 15条 の 10中 i12万 円Jを il=万 円Jに 腱める

第 1,実第 l項 中「発生した場合又はJを
'発
生した場合 Jに

改め 「なくなつた場合Jの次 [「又 ま法施行令第 29葉 の 7の 2

第 2■ に規定する特例対鉢被保険者等 (以下 峙 例対象被保険者

等Jと いう )と なつた場合Jを ,1え  「発生した日又はJを [発

生した日 J こ改め 「なくなつた日Jのよに「スは特例対薇校保

後笞等となつた日Jを 加える

第 19条 の 2中 「47万 円 を
'50万 円Jに

 「 12万 FJを

'13万
円Jに 改め 同条第 1号 中 「第 703条 の 5第 1項 Jを

'第
703条 の 5 に改め 同号イ中「 1万 6 560円 Jを [2

万 1 840円 J こ改め 同号口中 [5 760円 Jを 16 090

1に に改め 同号ハ中「6 660円 Jを 「8 400円 Jに ●●め

同条第 2号 中 地方税法施行令 (昭 1,25年政,第 245号 )第

56条 の 89第 1項 に定める額Jを「24万 5 000 1JIこ 改め

同号イ中 「1万 1040円 Jを '1万 5600円 Jに 改め 同

号口中「3 840円 Jを「4 35011 に改め 同号ハ中 ‐4

440円 」を '6 000円 Jに 改め 同条 〔ムの 1号 を加える

31 第 1号 に規定する稔所得金額及び山林所得金額の合算額

が 地方和法第 314条 の 2第 2項
=規
定する金額に 35万



円に当該年度の保険ll賦課期日 (賦課期 日後に保険料の納付

義務が発生した場合 こはその発生した日とする ,コ在 [お い

て その世帯に属する核保険者の質と特定同一世杵所属者の

数の合.I数 を乗して得た額を力[算 した金額を超えない世帯に

係る保険円の納付義務者であつて前 2号 [該 当する者以外の

者

イ 基礎賦汎額に係る校保険者均等害,額  被保険者 1人 に

ついて  0240円

口 後知高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 核

保険著 1人 |[つ いて  1 740「 ]

ハ 介藁納付金賦課額 |[係 る技保険者均等割額 技保険者 l

人について  2400円

第 1,条・●2の次によの l条 を,Iえ る

(特例対象枝保険者等の特例 )

第 19条 の 3 世帯主又は当該世帯に属するl17保 険者若しくは特

定同一せ帯所属者が特例対象複保険者等である場合における第

15朱第 l項及び前条の規定の適用については 第 15条第 1

項中 [都民税額及び特別区民税額Jと あるのは [都民税額及び

特,1区 民税額 (特 例対象枝保険者等の部民税及び輛 サ区民税の

課税標準である総所得金額に給与所得が今まれている場合にお

いては 当該給与所得を所得税法 (昭和 40年法律第 33号 ,

第 28条第 2項 の規定によつて計算した金額の 100分 の 30

に相当する立額として.I算 した場合 [お ける都民税及ひ特別区

民税の頷に相当する額)Jと 前条第 l号 中「総所得金額 Jと あ

るのは [撼所得金額 (特例対象被保険者等の総所
=金
額に給与



所得が含まれている場合
=お
いては 当該給与所得については

所得税●第 28条第 2項 の規定によつて.I算 した金額の 100

分の 30に相当する壺無による ,ヽの とする )Jと  「同法Jと あ

るのは '地方税法 とする

第 24条 の 3を 大のように改める

第 24葉 の 3 肯J除

第 24条 の4の人によの 1条 を加える

(特例対黛披保険者等に係る届出)

第 24条 の 5 特例対象被保険者等のにする世帯の世帯主は 茨

に掲げる事項を記載した尼書を区長に提出しなければならない

11 氏名及・ I住所

12 +例 ttttl■ 保険者等の氏名

(3 燿暇年月日

141 離職理由

2 前項の層出は II例 対象校保険者等の雇用保険法施行規仰 (昭

和 50年 労働省令第 3号 )第 17条 の 2第 1項第 1号 に規定す

る雇用保険受給資僣者証を掟示して行わなければならない

付則第 3条 中「(1=和 40年 法律第 33号 )Jを IIり 「この規定 J

を i同条第 1号 Jに  [第 713条 の 6第 l項 Jを 「第 713条 の

5J[改 め i額
'J 
の次に [と [同法Jと あるのは「地方税法 J

Jを加える

付則第 8条 中「・l条第 1号 Jを「この規定Jに 「和税条約の実

施
=伴
う所得税法 法人

“

法及び地方税法の特何等に関する法律

(昭和 44年 l■ ,第 46号 )を i租和条約実施特例法Jに  「

「同法 を
' 
同条第 1号 中「同法Jに 改め 「と 同条第 2号 中



「及び山林所得金額  とあるの ま「及び山林所得金額並びに租税

条約の実施に伴 う所
=税
法 法人税法及び地方税法の特例等 |[関

す る法律第 3条 の 2の 2第 10項 に規定する条約適用利子等 の

額月 を肯1る

付 |り第 9条 中
'同
条第 1号 Jを 「この規定 に 悧 税条約の実

施に伴 う所得税法 法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

(昭和 44■ 法律第 46号 )Jを 「租税 条約実施特例法Jに  「

[同 法Jを 「 同条第 1号 中「同法Jに 改め 「と 同楽第 2号 中

[及び山林所得金額Jと あるのは [及 び山 ll所 得金額並び t租税

条約の実施に伴 う所得税 l■  法人税法及び地方税法の特例等 に関

す る法律第 3条 の 2の 2第 12項 に規定す る条約適用配当等の

額J を |サ る

付則 t次 の l条 を,Iえ る

(平成 22年 度以降の保険料の減免の特例 )

第 12条  当分の問 平成 22年 度以降の第 24条第 l項第 2号

の規定 による保険料の減免については 同号中 [該 当する者 (被

保険者の資格を取得 した 日の属する月以後 2年 を経過する月ま

での間に限る Jと あるのは [該 当する者 (Jと する

付 則

(施行期 日)

1 この条例は 公布の日か ら施行する

(経過措置 )

2 この条例による改正後の東京都台東区FI民 健康保険条例第 1

5条 の 8 第 15条 の 16 第 19条第 1項  第 19条 の 2及

び第 1,条 の 3の 規定は 平成 22年度分か らの保険料につい



て適用し 平成 21年度分までの保険料については なお従肯t

の切による

3 この条例による●●.正 前の東京都台真医国民健康保険条例第 2

4条 の 3の規定は 平成 21年度分までの17陵料 こついては

なおその効力を有する


